














































































一般的に効用UはU＝   V1－ρと書けるが，ρ＝1のときは
U＝log v＝log x（1－y）となる。
ここでρはVの限界効用の弾力性（それに－をかける）であり，
（1）  Seade ［1977］pp.205 ～ 207.  
鈴木将覚 ［2014］pp.11 ～ 12.
（2）  Mrrlees ［ 1971］ pp.175 ～ 208.
─231─













Diamond ［1998］ やSaez ［2001］は最適な限界税率は，所得の増加と共に上がると主張
した（3）。これは基本的な議論であり，現実にも合っている。Diamond［1998］の議論を要約
すると以下の通りである。















H＝ ｛G（u（n））－P〔u（n）－u（1－y（n））－vy（n）〕｝f（n）  
（3）  Diamond ［1998］pp.83 ～ 95.  
























































































（5）  Mirrlees ［2010］ p.558.




































（7）  井堀［2013］ pp.128 ～ 134.
（8）  Mirrlees ［2011］ pp.343 ～ 344.
（9）  鈴木将覚 ［2014］ pp.15. ～ 16.  
Chamley［1986］pp.607 ～ 622.  
Judd［1985］pp.59 ～ 83.

























家計の選好が余暇と第 1 期および第 2 期の消費に関して弱分離に表される場合，









（11）  Corlett and Hague ［1953］ pp.21 ～ 30.
（12）  鈴木将覚 ［2014］ p.15.  
Atkinson and Stiglitz［1976］pp.55 ～ 75.
（13）  Mirrlees ［2010］ p.561.









































（16）  Diamond and Saez ［2011］ pp.177 ～ 178.






































（18）  Mirrlees ［2010］ p.563.
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〔抄　録〕
個人所得税は各国の租税収入の中で，VATと並んで重要な地位を占めている。その根幹
をなす労働所得税を考察する場合，当該所得から派生する資本所得の考察は不可避である。
本稿では，労働所得税及び資本所得税について効率性の観点から論じ，特に資本所得税
に関する種々の論を批判的に検討し，それから各国の資本所得税制について考察した。
累進的な労働所得税の場合，労働供給の限界税率に対する弾力性が大きいほど，最適な
限界税率は小さくなる。効率性の観点からは，代替効果の大きい課税ベースに高税率で課
税するのは望ましくない。
資本所得に関して，効率性の観点から，非課税，一括税，累進税など，種々の課税方法を
考えることができるが，それぞれの論はその前提条件によって結論が異なる。例えば，長
期間を念頭に置き，資本所得を非課税にするとの選択は，論理的には理解できるが，実現
性といった点からはほど遠いものである。
英国やスウェ―デン，米国，日本などの資本所得課税は，それぞれの経済社会の状況を
反映しており，いずれの形態が望ましいかは一概に言えない。
マーリーズ・レビューは，現在消費と将来消費を中立的とすることや，さまざまな資産
間の歪みを減らすことであるして，資本所得に課税すべきであると勧告している。こうし
た提案は，各国の資本所得税制を考察する上で示唆に富むものである。
但し，望ましい税制は，個々の税制に関して国民経済の成長に資する中立性を考慮する
とともに，給付と税額控除を含む財政制度全体における公平性とのバランスが重要になる
と思われる。

